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１ 総則

１－１ 趣旨

この運用基準は、阿波市が徳島県電子入札システム（以下「電子入札システ

ム」という。）を共同使用して、建設工事、建設工事に係る測量・建設コンサル

タント業務等（以下「案件」という。）を発注する場合の標準的な運用方法を定

めるものとする。ただし、入札関係書類等において、特別な運用方法を定めるこ

とを妨げるものではない。

２ 共通事項

２－１ 電子入札システムについて

電子入札システムとは、入札案件の登録から入札参加資格審査申請書、入札書

等の提出及び受理並びに落札者決定までの事務をコンピュータとインターネット

等のネットワークを利用して処理するシステムである。

２－２ 電子入札実施の考え方

発注機関が、電子入札で行う旨を明示した案件（以下「電子入札案件」とい

う。）は電子入札システムで処理することとし、原則として従来の紙による入札

参加資格審査申請書、入札書等の提出は認めないものとする。また、入札参加者

は、独自に入札しなければならないため、他の入札参加者と同一の建物又は同一

の端末を使用して電子入札システムを利用してはならない。

２－３ 対象入札方式

電子入札システムで対象とする入札方式は、次のとおりとする。

一般競争入札（通常方式）

一般競争入札（入札後審査方式）

指名競争入札

２－４ 電子入札システム等の運用時間

電子入札システム等の運用時間は、次のとおりとする。ただし、電子入札シス

テム等の保守・点検等の必要が生じたときは、利用者への事前予告を行うことな

く、運用の停止、休止、中断等を行う場合がある。

電子入札システム

発注機関

運 用 日 月曜日 から 金曜日 まで（12 月 29 日 から 1月 3日 までは休止）

運用時間 午前 8時 30 分 から 午後 8時 00 分 まで

入札参加者

運 用 日 月曜日 から 金曜日 まで（12 月 29 日 から 1月 3日 までは休止）

運用時間 午前 8時 30 分 から 午後 8時 00 分 まで

阿波市ホームページ（入札・契約）

２４時間運用

３ 電子入札案件の設定等

３－１ 各日時等の設定

電子入札案件の各日時等は、次に記載の事項以外は従来の紙入札方式に準じて



設定する。

(１) 入札書受付開始日時は、設計図書等の閲覧日又は交付日の翌日以降とす

る。

(２) 開札予定日時は、入札書受付締切日時の翌日を標準とする。ただし、翌日

が休日となる場合は、休日の翌日とする。

(３) 内訳書の開封予定日時は、開札予定日時と同じとする。

(４) 入札に必要な各種データ（設計図書等）のダウンロード期間は、公告日又

は指名通知日の翌日から入札締切日時までを標準とする。

(５）その他日時等の設定にあたっては、関係法令、規則等に基づき設定する。

３－２ 予定価格の設定

契約担当者は、当該事項に関する仕様書、設計書等により予定価格を定め、予

定価格調書を作成して封書にし、開札の際これを開札場所に置かなければならな

い。

３－３ 入札関係書類等の電子ファイル

阿波市ホームページに登録する入札関係書類等の電子ファイル形式は原則とし

てＰＤＦ形式とし、ファイル容量は原則２メガバイト以下とする。

ただし、ＰＤＦ形式によらない場合は、次に記載のアプリケーション及びファ

イル形式で作成するものとする。

(1) Ｍicrosoft Excel ブック形式（拡張子「.xlsx」）又は、Excel 97-2003

ブック形式（拡張子「.xls」）

(2) 画像ファイル BMP 形式、JPEG 形式、GIF 形式、PNG 形式、TIFF 形式なお、

電子ファイルの圧縮形式は、ZIP 形式とし、自己解凍形式の圧縮方式（EXE 形

式）は使用してはならない。

３－４ 公告日前の電子入札案件の修正

公告日前において、登録内容に錯誤が認められた場合又は登録内容を変更する

必要が生じた場合は、電子入札システム等により修正を行うものとする。

ただし、公告日前において、登録内容のうち変更できない錯誤があった場合

は、削除を行い、電子入札案件の再登録を行うものとする。

３－５ 公告日以降の電子入札案件の修正

(１) 公告日以降において、登録内容に錯誤が認められた場合又は登録内容を変

更する必要が生じた場合は、電子入札システム等により修正を行うものとす

る。この場合、既に入札参加資格審査申請書等の提出があった入札参加者に対

しては、確実に連絡が取れる方法により変更した旨を伝えるものとする。

(２) 公告日以降において、登録内容のうち変更できない錯誤があった場合は、

電子入札システムにより中止処理を行い、改めて電子入札案件として再登録を

するものとする。この場合、既に入札参加資格審査申請書等の提出があった入

札参加者に対しては、確実に連絡が取れる方法により、再登録した旨及び改め

て入札参加資格審査申請書等の再提出が必要である旨連絡する。

４ 入札参加資格審査申請等の取扱い

４－１ 有効な入札参加資格審査申請書等



入札参加希望者から電子入札システムにより入札参加資格審査申請書受付締切

日時までに提出された入札参加資格審査申請書等を有効なものとして取扱うもの

とする。

４－２ 確認資料の提出方法

入札参加資格審査申請の際に提出を求める確認資料（以下「確認資料」とい

う。）がある場合は、電子入札システムによる電子ファイルとして提出させるこ

とを原則とする（ただし、４－５に該当する場合を除く。）

４－３ 確認資料の作成方法

確認資料の電子ファイル形式は発注機関の指定するものとする。但し、指定が

ない場合は、次に記載のファイル形式とする。

(１) ＰＤＦ形式

(２) Microsoft Word 文書形式（拡張子「.docx」）又は、Word 97-2003 文書形

式（拡張子「.doc」）

(３) Ｍicrosoft Excel ブック形式（拡張子「.xlsx」）又は、Excel 97-2003

ブック形式（拡張子「.xls」）

(４) 画像ファイル BMP 形式、JPEG 形式、GIF 形式、PNG 形式、TIFF 形式

なお、電子ファイルを圧縮して提出させる場合は、ZIP 形式とし、自己解凍形

式の圧縮方式（EXE 形式）は認めない。

また、電子ファイルは必ずウィルスチェックを行ったのち、提出させるものと

する。

４－４ ウィルス感染ファイルの取扱い

入札参加希望者から提出された電子ファイルがウィルスに感染していると判明

した場合は、当該入札参加希望者の当該入札案件に係る入札参加を認めないもの

とする。なお、本運用基準でいうウィルスとは「コンピュータウイルス対策基

準」（平成７年７月７日通商産業省告示第４２９号）の定義によるものとする。

４－５ 持参又は郵送を認める基準

入札参加希望者が提出する電子ファイルの容量が２メガバイトを超える場合

は、持参又は郵送による提出を認めるものとする。

なお、この場合は、必要書類一式を持参又は郵送するものとし、電子入札シス

テムによる電子ファイルとの分割提出は認めない。

４－６ 持参又は郵送の方法

確認資料の持参又は郵送による提出を認める場合は、次により取扱うものとす

る。

(１) 目録ファイルの提出

次の内容を記載した目録を４－３により作成し、電子入札システムにより

提出させるものとする。なお、当該目録ファイルの提出がない場合は、持参

又は郵送された確認資料は有効なものと認めないものとする。

ア 持参又は郵送する旨の表示

イ 案件名称

ウ 持参又は郵送する書類の目録

(２) 持参又は郵送の方法



封筒の表に次の内容を記載したものを有効な確認資料として認めるものと

する。郵送の場合は書留郵便により提出させるものとする。なお、持参場所

又は提出場所は入札関係書類等に記載するものとする。

ア 案件名称

イ 入札参加希望者の住所及び商号又は名称

ウ 「入札参加資格確認資料在中」の旨を朱書き

(３) 持参又は郵送の締切

確認資料を持参又は郵送で提出させる場合の締切は、電子入札システムの

参加申請受付締切日時と同一とする。

また、発注機関は、入札参加希望者から持参又は郵送による確認資料を受

理し、入札参加希望者から受付票の発行依頼があった場合は、電子入札シス

テムその他方法により受付票の発行を行うものとする。

４－７ 確認資料の変更等

参加申請書受付締切日時以降は、確認資料の撤回、訂正等を認めない。

５ 入札書等の取扱い

５－１ 有効な入札書

入札書は、電子入札システムにより、

・入札書提出締切日時までに提出されたもの

・入札金額及び電子くじ番号が入力されたもの

・その他発注機関の指示に従ったもの

を有効なものとして取扱うものとする。

５－２ 内訳書の提出方法

内訳書は、電子入札システムによる電子ファイルで提出させるものとする（た

だし、５－５に該当する場合を除く。）

５－３ 内訳書の作成方法

内訳書の電子ファイル形式は発注機関の指定による。発注機関が定めていない

場合は、次に記載のファイル形式とする。

(１) ＰＤＦ形式

(２) Microsoft Word 文書形式（拡張子「.docx」）又は、Word 97-2003 文書形

式（拡張子「.doc」）

(３) Ｍicrosoft Excel ブック形式（拡張子「.xlsx」）又は、Excel 97-2003

ブック形式（拡張子「.xls」）

(４) 画像ファイル BMP 形式、JPEG 形式、GIF 形式、PNG 形式、TIFF 形式

なお、電子ファイルを圧縮して提出させる場合は、ZIP 形式とし、自己解凍形

式の圧縮方式（EXE 形式）は認めない。

また、電子ファイルは必ずウィルスチェックを行ったのち、提出させるものと

する。

５－４ ウィルス感染ファイルの取扱い

入札参加者から提出された電子ファイルがウィルスに感染していると判明した

場合は、当該入札参加者を失格とする。



５－５ 持参を認める基準

入札参加者が提出する電子ファイルの容量が２メガバイトを超える場合は、持

参による提出を認めるものとする。

なお、この場合、必要書類一式を持参するものとし、電子入札システムによる

電子ファイルとの分割提出は認めない。

５－６ 持参の方法

内訳書の持参による提出を認める場合は、次により取り扱うものとする。

(１) 目録ファイルの提出

次の内容を記載した目録を５－３により作成し、電子入札システムにより

提出させるものとする。なお、当該目録ファイルの提出がない場合は、持参

された内訳書は有効なものとして認めないものとする。

ア 持参する旨の表示

イ 案件名称

ウ 持参する書類の目録

(２) 持参の方法

開札の場所及び日時に持参し、提出させるものとする。

５－７ 入札書提出前の辞退

入札参加者は、入札書の提出前であれば、入札を辞退することができる。この

場合、当該入札参加者には、電子入札システムにより入札書提出締切日時までに

辞退届を提出させるものとする。

５－８ 入札書等提出後の撤回等

電子入札システムにより一度提出された入札書、内訳書又は辞退届は、撤回、

訂正等を認めないものとする。

５－９ 入札書の未到着かつ連絡のない入札参加者の取扱い

入札書提出締切日時になっても、入札書が電子入札システムに未到着であり且

つ入札参加者からの連絡がない場合は、当該入札参加者が入札を欠席したものと

みなす。

６ 開札

６－１ 開札方法

開札は入札を執行する職員（以下「入札執行職員」という。）が行い、３名以

上の職員で執行する。

開札は、事前に設定した開札予定日時以降に行うものとする。

紙入札方式による入札参加者（８－１及び８－２参照）がいる場合は、入札執

行職員の開札宣言後、紙媒体の入札書を開封し、その内容を電子入札システムに

登録したのち開札を行うものとする。なお、紙入札業者の電子くじ番号は「００

０」として扱うものとする。

６－２ 開札時の立ち会い

当該電子入札案件の入札参加者であって開札の立ち会いを希望する者がいる場

合は、開札に立ち会うことを認めるものとする。ただし、希望する者が多いと発

注機関が判断したときは、立会人を制限することができる。



また、当該電子入札案件において、紙入札方式による入札参加者がいる場合

は、開札に立ち会わせることとするが、立ち会わない場合でも開札を行うものと

する。

６－３ 開札の遅延

開札予定日時から落札者決定通知書等の発行までが著しく遅延する場合は、必

要に応じて電子入札システムその他適当な手段により、当該電子入札案件に入札

書を提出している入札参加者に対し、情報提供を行うものとする。

６－４ 開札の延期

開札を延期する場合は、電子入札システムその他適当な手段により、当該電子

入札案件に入札書を提出している入札参加者に対し、開札を延期する旨と変更後

の開札予定日時を連絡するものとする。

６－５ 開札の中止

開札を中止する場合は、電子入札システムその他適当な手段により、当該電子

入札案件に入札書を提出している入札参加者に対し、開札を中止する旨の連絡を

するものとする。

６－６ 同価入札の場合

落札者となるべき同価格の入札をした者（総合評価落札方式による場合は、同

じ評価値の者）が２名以上いる場合は、電子入札システムに装備されている電子

くじにより落札者を決定する。

７ 入札参加者の利用者登録及び電子証明書の取扱い

７－１ 電子入札システムへの利用者登録

入札参加者が電子証明書（以下「ＩＣカード」という。）を取得し、初めて電

子入札システムを利用する場合は、入札参加者のパソコンから電子入札システム

に利用者登録を行わせるものとする。

７－２ 電子入札システムを利用することができるＩＣカード

電子入札システムを利用することができるＩＣカードは、「建設工事の請負契

約に係る一般競争入札及び指名競争入札参加資格審査要綱」又は「測量、建設コ

ンサルタント業務等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入札参加資格審査要

綱」による入札参加資格の決定を受けている者（ただし、年間委任を受けている

者がいる場合は、その受任者とする。以下「代表者」という。）名義のＩＣカー

ドとする。

７－３ 単体企業における取扱い

単体企業は、代表者名義のＩＣカードを取得し、電子入札システムに利用者登

録したＩＣカードを使用して、電子入札を行う。

なお、徳島県で使用しているＩＣカードの名義と、阿波市で使用する名義が異

なる場合は、別のＩＣカードが必要となり、その登録のため使用ＩＣカード届

（阿波市用）（様式１）を提出させる。

７－４ 特定建設工事共同企業体における取扱い

特定建設工事共同企業体（以下「特定ＪＶ」という。）は、単体企業用として

登録した代表構成員のＩＣカードを使用して、電子入札を行う。したがって、特



定ＪＶ用として利用者登録する必要はないが、単体企業用としてＩＣカードの登

録が必要である。また、入札参加資格審査の確認資料として、「使用ＩＣカード

届（特定ＪＶ用）」（様式２）を提出するものとする。

７－５ 利用者登録についての留意事項

(１) ＩＣカードを紛失、失効、閉塞又は破損した場合は電子入札に参加できな

いため、予備の同一名義のＩＣカード登録をしておくことを推奨するものとす

る。

(２) 入札参加者が、建設工事、建設工事に係る測量・建設コンサルタント業務

等の両方の入札に参加を希望する場合は、ＩＣカードを共用することが可能で

あるため、それぞれにＩＣカードを登録する必要はない。

７－６ 代表窓口情報及びＩＣカード利用部署情報等の変更

入札参加者が登録したＩＣカードの代表窓口情報、ＩＣカード利用部署情報等

は、入札参加者のパソコンから電子入札システムに接続し、随時変更を行うこと

を認めるものとする。

７－７ ＩＣカードの更新

入札参加者が新たなＩＣカードを取得し更新を希望する場合は、現在使用して

いるＩＣカードの有効期限内に、入札参加者のパソコンから電子入札システムに

接続し、更新手続を行わせるものとする。

７－８ ＩＣカードに登録されている情報の変更

ＩＣカードに登録されている情報（代表者（７－２参照）、代表者住所、会社

名、本社所在地）に変更が生じた場合は、新規にＩＣカードを取得させるととも

に、入札参加者のパソコンから新規として使用するＩＣカードの登録を行わせる

ものとする。

７－９ ＩＣカードの不正使用

発注機関は、入札参加者がＩＣカードを不正に使用した場合は、指名停止等の

措置を講じることができる。また、ＩＣカードが不正に使用された案件につい

て、次の措置を講じることができる。

(１) 落札者決定前に不正使用が判明した場合

入札参加を認めず、入札を無効とする。

(２) 落札者決定後から契約締結前までに不正使用が判明した場合

入札を無効とし、契約を締結をしない。

(３) 落札者決定後に不正使用が判明した場合

着工の有無にかかわらず契約を解除する。この場合、発注機関は、契約の

解除に伴う損害を補償しない。

＜不正に使用した場合の例示＞

・ 他人のＩＣカードを不正に取得し、名義人になりすまして入札に参加した

場合。

・ 代表者が変更となっているにもかかわらず、変更前の代表者のＩＣカード

を使用した場合。

７－１０ 登録されたＩＣカード情報の削除



既に登録されているＩＣカードの有効期限が到来した場合は、ＩＣカード情報

を削除することができる。

８ 紙入札での参加を認める場合の取扱い

８－１ 紙入札での参加を認める基準

発注機関は、入札参加者から「紙入札方式参加申請書」（様式３）が提出さ

れ、やむを得ない事由があると発注機関が認めた場合に限り、紙入札を認めるも

のとする。

＜やむを得ない事由の例示＞

・ ＩＣカードの紛失、失効、閉塞、破損等で使用できなくなり、ＩＣカード

再取得の申請又は準備中の場合

・ 企業名、代表者等の変更により、ＩＣカード再取得の申請又は準備中の場

合

・ 入札参加者側のシステム障害の場合

８－２ 紙入札での参加を認めた場合の取扱い

紙入札での参加を認めた場合は、電子入札における入札書提出期間内に提出さ

れた入札書等を有効なものとして取り扱うこととし、電子入札システムで当該入

札参加者を紙入札業者として登録を行う。

なお、途中から紙入札での参加を認めた場合は、既に電子入札システムにより

送受信された書類等は有効なものとして取扱い、別途の交付又は受理を要しない

ものとする。

９ システム障害時の取扱い

９－１ 発注機関側のシステム障害時

(１) 発注機関側のシステムに障害等が発生し、開札が行えなくなった場合は開

札予定日時の延期を行うものとし、電話その他適当な手段により、当該入札参

加者に対し、その旨連絡するものとする。

(２) 電子入札システムの障害のため発注機関が電子入札業務を継続できないと

判断した場合は、紙入札に切り換えるものとし、電話その他適当な手段によ

り、当該入札参加者に対しその旨連絡するものとする。

附 則

この運用基準は、平成２０年１０月１０日から施行する。

附 則

この運用基準は、平成２１年１１月１日から施行する。

附 則

この運用基準は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則

この運用基準は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この運用基準は、平成２９年７月１日から施行する。



附 則

この運用基準は、令和２年８月２４日から施行する。

附 則

この運用基準は、令和２年９月１日から施行する。

附 則

この運用基準は、令和 5年 7月１日から施行する。

附 則

この運用基準は、令和６年６月７日から施行する。

附 則

この運用基準は、令和８年４月１日から施行する。


